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BS25999 認証取得

Newton IT Ltd
公認情報システム監査人（CISA）
英国BCI認定
事業継続プロフェッショナルメンバー

（MBCI）
須藤 亜紀

はじめに

Newton IT Ltd（本社：英国ロンドン）
は、1998年の創業時より価値あるサービ
スの提供を念頭に置き事業を展開してま
いりました。2005年には持ち株会社体
制に移行し、2006年にはグループ会社
として日本にニュートンコンサルティング
（株）を設立しています。（図表1）

激動する経営環境の変化の中、組織
や業務プロセスを取り巻くリスクも複雑
多岐化しています。今や、リスクを管理し
競争優位を確立することは、組織の重要
な経営課題の一つです。当社は、お客様
と一体となり課題を解決することを目指
し、ITシステムの設計・構築から運用・保
守、J-SOX（内部統制）対応支援、事業
継続マネジメント及び事業継続計画策
定支援、情報セキュリティ対策支援まで、
総合的にサポートいたします。さらには、
2007年11月にBSI（英国規格協会）から
「BS25999-Part2」が発行されたことを

受け、「BS25999認証取得支援コンサ
ルティングサービス」の提供も開始してい
ます。

本稿では、「BS25999認証取得支
援コンサルティングサービス」の提供開
始に先駆け、自社自らで取り組みました、
事業継続マネジメントシステムの構築の
ための準備から、世界初の第三者規格
「BS25999-Part2」の認証取得までの
経験をご紹介いたします。

１. 認証の概要

［登録組織］
Newton IT Ltd（London, United 
Kingdom）

［認証規格］
BS25999-2: 2007

［登録番号］
BCMS 532228

ニュートンコンサルティング
株式会社

Newton グループ
UK

JAPAN

Newton IT Holdings Ltd.

Newton IT Ltd. Newton IT Solutions Ltd.

【図表1】
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［認証登録範囲］
お客様の情報資産を様々なリスクから
守るためのコンサルティングサービスや
マネジメントシステム構築支援、情報セ
キュリティの保たれたITインフラの設
計・導入・保守・サポート、システム開
発、及びセキュリティ監視サービス

尚、Newton IT Ltdは、当認証登録
範囲において情報セキュリティマネジメ
ントに関する国際規格「ISO27001」及
び品質マネジメントに関する国際規格
「ISO9001」の認証登録済みです。これ
ら２つのマネジメントシステムは、既に「統
合マネジメントシステム（統合MS）」とし
て運用されているため、事業継続マネジメ
ントを「統合マネジメントシステム」の一部
として組み込むことも重要な課題でした。
つまり、構築した事業継続マネジメントに
関する仕組みが、「有事の際に必ず機能
する」だけではなく、マネジメントシステム
の本質である、「企業の文化に根付き、
日常業務の中で継続的に改善していくこ
と」も目指しました。

２．BS25999 Part2認証に
必要な準備

認証取得のためには、構築した事
業継続マネジメントシステム（BCMS）

がBS259 9 9 -2要求事項に適合し
ていることが 不 可欠です。ただし、
BS25999-2はBCMS構築に焦点をあ
てた規格ですので、それぞれの項目がど
のような意味なのかについて詳細に説
明されているわけではありません。そこ
で、構築に際しては、BS25999-1やBCI
のGood Practice Guidelineを併せて
活用しました。

構築の手順は、BS25999-2の要求
事項が示す第三章〜第六章に沿って行
いました。（図表2）

尚、手順１：BCMSの計画、手順３：
BCMSの監査・レビュー、及び手順４：
BCMSの維持・改善については、既存
の統合マネジメントシステムの一部とし
て追加することにしましたので、BCMS
構築に要した期間は、主に、手順２：
BCMSの導入・運用に要した約８ヶ月と
なります。

３．BCMS構築の手順

3．1　BCMSの計画

事業継続マネジメント（BCM）とは、有
事の際に万が一、事業が中断された場合で
も、組織が重要な事業・業務を継続し・早

期に復旧することを可能にするための経営
上の管理手法です。従って、経営者は、組織
の目的に合うBCMSを戦略的に計画するこ
とを要求されます。

BCMSの計画、特に、「適用範囲の決
定」及び「BCM責任者の任命」に関する
手続きと、その妥当性は重要で、審査の
結果に大きく影響するようです。

■適用範囲の決定

当社では、適用範囲の決定に際し、
「戦略的な事業インパクト分析（ハイレ
ベルな事業インパクト分析）」を実施しま
した。戦略的な事業インパクト分析の結
果、事業継続要求事項や義務、ステーク
ホルダー（顧客、規制当局、従業員、供給
者、株主など）の要求事項などが明確に
なります。

まず、サービス（事業・業務）別売上利
益構成を検討し、サービスごとの売上・利
益、事業の安定性、競合他社の存在など
を特定し、戦略的に復旧の優先順位の高
い事業・業務を特定しました。（図表3）

次に、ステークホルダー分析では、ス
テークホルダーの重要度を考慮し、業務
停止時の対応を検討しています。また、ス
テークホルダーのニーズ及び期待は、平
常時と業務停止時では異なることもあり
ます。そのため、平常時のSLA（サービス

主な手順 主な内容 所要時間

手順１．
BCMSの計画

手順２．
BCMSの導入・運用

手順３．
BCMS監査・レビュー

手順４．
BCMS維持・改善

適用範囲・基本方針の決定、責任者の任命

教育及び伝達プログラムの確立

事業インパクト分析・リスク分析

BCM戦略の決定

事業継続対応のための体制の決定と計画の策定

BCMの演習と維持・レビュー

内部監査

マネジメントレビュー

予防措置・是正措置

継続的な改善

統合MSの一部として追加

約２ヶ月

約1ヶ月

約3ヶ月

約２ヶ月

統合MSの一部として追加

統合MSの一部として追加

【図表2】
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レベルアグリーメント）とは別に、業務停
止時のSLAについても検討を行いました。
（図表4）

■BCM責任者の任命

BCMでは、事業継続に関する組織内
の様々な問題を取り扱うことから、多数
の組織や要員がこれに関与します。　
従って、組織横断的な組織を設けて対応
することが必要です。一般的には、経営・
人事・給与・総務・業務・法務・広報・情

報システムの関係者などが含まれるでしょ
う。また、BCMに関する最終的な責任
は、BCM最高責任者（あるいはBCマネー
ジャー）が負うことになります。　

当社では、BCマネージャーに必要な
力量を以下とし、結果、社長をBCマネー
ジャーに任命しています。

BCM全体の調整と組織管理

組織の事業プロセスに潜在する事
業・業務中断リスクの特定

有効な事前対策（代替オフィスや代

•

•

•

替システムの整備など）の整備

有事の際の事業・業務復旧に必要な
経営資源を把握

経営陣から必要な予算の取り付け

適切な教育・訓練の実施

3．2　BCMSの導入・運用

事業継続マネジメントは「経営戦略」で
す。本当に有効な事業継続マネジメント
を導入・運用するためには、組織の重要
業務について組織横断的に一連のプロ
セスを検討する必要があります。

上述の「戦略的な事業インパクト分
析」により特定された主要なサービス（事
業・業務）に関する一連のプロセスを見渡
し、それを支える重要な活動や必要な経
営資源の特定、及び潜在する脅威の把握
と適切な対応策の検討を行いました。そ
の結果、当社の主要なサービスに関わる
プロセスを網羅的に把握した上でBCP策
定の対象となる事業・業務を選定するこ
とができました。

■事業インパクト分析（BIA）

組織を理解するためにまず、主要サー
ビスを支える活動について中断の影響
を特定しています。このプロセスは、一
般的に、事業インパクト分析(Business 
Impact Analysis: BIA) と呼ばれます。
具体的には、想定される中断の影響の
内容と範囲について、時間の経過によ
る変化を検討します。その上で、サービ
スと活動ごとに許容できる最大許容停
止時間（MTPD）を特定し、次に、最大
許容停止時間以内で目標とする復旧時
間（RTO）と復旧のレベル（RPO）を設
定、また復旧に必要な経営資源の決定
を行います。この時点では、最大許容停
止時間の設定に際して、被災のシナリオ
を特定していません。被災のシナリオを
特定せずに許容停止時間を決定するこ

•

•

•

サービス（事業・業務）別売上利益構成比

サービス 売上 利益 事業性 競合度 復旧の
優先順位

サービスごとの売上・利益や事業の安定性、競合他社の
存在などを考慮し、戦略的に復旧の優先順位を検討。

1　サービスA

2　サービスB

3　サービスC

4　サービスD

5　サービスE

25%

25%

25%

10%

5%

25%

15%

20%

10%

1%

安定

安定

成長中

成長中

停滞

非常に高い

非常に高い

高い

高い

普通

非常に高い

高い

普通

高い

低い

【図表3】

高

ステークホルダー分析
主要な

ステークホルダー

顧客

規制当局

従業員

供給者

サービスが合意した品質と
納期で提供されること

合意された支払条件に基づいて
サービスの対価を支払うこと

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ニーズ及び期待
平常時 業務停止時

重要度
（高/中/低）

高

ステークホルダーの重要度を考慮
し、業務停止時の対応を検討。

ステークホルダーの期待は、平常時と業務停止
時では異なる。業務停止時のSLAも要検討。

【図表4】
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とで、新型インフルエンザなど、今後も新
しい脅威について対応が必要な場合に
も適用できる基準を設定することができ
ました。

図表5は当社で開発・使用したBIAシー
トの一部抜粋です。

■リスクアセスメント（RA）

次に、重要な活動（供給者や外部委託
先から提供される活動も含む）とそれを支
えるリソース（経営資源）に潜在するリス
クを特定します。このプロセスは、リスク
アセスメント（Risk Assessment: RA）と
一般的に呼ばれます。

事業継続マネジメントとは、事業プロセ
スに関する全てのリスクを網羅的に考慮
した取り組みであるべきです。従来の、自
然災害やテロ攻撃・火災など災害リスク
のみに焦点を当てた「防災対策」だけで
は、十分に事業継続マネジメントが行えて
いるとはいえません。また、事故や災害の

規模の大小に関わらず、いかなる理由であ
れ事業が中断された場合には、重要な事
業を継続できることは組織にとって極め
て重要です。これらを念頭におき、当社で
は、災害リスクだけではなく、業種固有の
リスクまで含めたリスクを事業継続マネジ
メントに係るリスクとして、リスクアセスメ
ントを実施しました。（図表6）

リスクアセスメントでは、まず、想定され
るリスクを洗い出し、その発生の確率と
発生した場合の事業への影響度からリス

ク値を算出しています。次に、許容できる
リスク値を決定し、リスク値が許容値を上
回るものについては、リスク対応策の導入
を検討しました。リスク対応策には、主に
以下の３つのパターンが考えられます。

中断の可能性を低減

中断による影響を受ける時間を短縮

中断による影響を限定（例：バック
アップ電源・無停電電源装置の設置
など）

•

•

•

信用リスク

市場リスク

オペレーショナル
リスク

デフォルト（債務不履行）リスク、貸倒れリスク 

災害リスク

業務固有リスク

自然災害やテロ攻撃・火災・新型インフルエンザなど

経営管理リスク、システム障害や人員流出、法務リ
スク（情報セキュリティ違反や法令違反など）・設備
事故・部品供給停止、インフラ障害など

市場価格（金利・株価・為替など）の下落によって、保有資産に損失が
生じるリスク

事業継続マネジメント対象リスク

【図表6】

人員 供給 サイト 情報 IT その他

目標復旧レベルを達成するために必要な経営資源目標復旧
レベル
（RPO)

最大許容
停止時間
（MTPD)

目標復旧
時間

（RTO)

事業インパクト分析（結果）
対象サービス: ITシステム保守・サポートサービス
最終更新日：2007年12月10日

1時間 8時間 1週間 人員 供給 サイト 情報 IT その他

業務中断による影響

業務手順

業務

業務中断による影響
（時間の経過による影響の内容と範囲の変化）

業務中断のシナリオ業務手順詳細

目標復旧レベルを達成するために必要な経営資源目標復旧
レベル
（RPO)

最大許容
停止時間
（MTPD)

目標復旧
時間

（RTO)

影響の内容と範囲、及び時間の経過による変化

最大許容停止時間

目標復旧時間

目標復旧レベルと
復旧に必要な経営資源

戦略的な事業インパクト分析にて特定
された重要な活動と主要なサービス

【図表5】
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Newton IT Ltd 
　　　　事業計画書
最終更新日：2008年1月10日

緊急時連絡先

復旧に必要な経営資源
人員/情報/ITシステム/サイト/
物資/電話通信/ライフラインなど

発動の連絡とコミュニケーション
1. 中断の影響が広範囲の場合
2. 中断の影響が１つの事業部のみの場合
　（重要な要員の不足など）
3. 中断の影響が１つのサービス全体に及ぶ場合
　（ITシステム利用不可など）

BCM要員の役割及び責任
BCM マネージャー
ITSCMマネージャーなど

本計画の目的と適用範囲
1. 目的
2. 適用範囲
　　　　サイト/人員/サービス
3. 責任者

アクションチェックリスト
1.営業時間内に中断が発生した場合
2.営業時間外に中断が発生した場合

リカバリーサイト情報

1. 地図
2. 住所
3. 移動方法

■事業戦略の決定

当然のことながら、経営者は最短期間
での事業・業務の復旧を望み、それが組
織の現在の設備や情報システムで対応
可能であれば理想的です。しかし、多くの
場合は様々な制約に縛られています。そ
こで、経営者は、RTOの決定や設定した
RTO以内で事業・業務の復旧を実現する
ために必要なリソースの決定に際し、ス
テークホルダーの期待とそれに応えるた
めに必要な投資費用とのバランスを考慮
しながら、戦略的な決定を行うことになり
ます。

■BCM対応の開発及び導入

次に、決定した事業継続戦略に基づ
き、インシデントを管理し、重要な活動を
継続するための適切なBCM計画を策定
します。BCPは狭義には業務の継続を目
的としているため、従来の防災対策とは切
り離されて計画されることもあります。し
かし、有効なBCPを策定するためには初
動対策についての十分な計画が不可欠
です。当社では、初動対策はインシデント

マネジメントチーム（IMT）の責任で行う
こととしています。

インシデントタイムラインと各BCM計
画（IMP：初動対応計画、BCP：事業継
続・復旧計画）との関係（例）は図表7の
ようになります。

また、当社の事業継続計画書（BCP）

は「会社全体のBCP」と「事業部ごとの
BCP」との２つのレベルに分けて作成し
ています。BCP関連の資料はとかく詳
細・膨大になりすぎる傾向にあります。そ
こで特に、事業部ごとのBCPでは簡潔
にまとめることに努めました。

図表8は当社の「事業部ごとのBCP」
の一部抜粋です。

RTO（目標復旧時間）：４時間
RPO：平常時の６0％の操業

初動対応計画

システム復旧計画

事業継続・事業復旧計画

1時間 4時間 8時間 １ヶ月

100％

60％

20％

5％

（平常時）

時間
災害・事故

操
業
度

重要システム復旧 事業完全復旧

重要業務復旧

【図表7】

【図表8】
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■BCMの取り組みの演習、維持・
レビュー

以上見てきましたとおり、BCMは様々
な仮説を基に構築されています。従って、
実際にインシデントが発生する前に、
BCMで規定した一連のプロセスや手続
きなどの実効性を確認しておく必要があ
ります。演習を通して、仮設の妥当性が確
認でき、また期待される効果とのギャップ
を把握することもできます。　演習参加
者には、管理策チェックシートに実施した
内容と気付いた点などを記載してもらい、
演習終了後の管理策の有効性レビュー
の際に参考にします。（図表9）

3．3　BCMS監査・レビュー

監査員の選出、監査の実施については
監査プロセスの客観性及び公平性を確
実にすることが要求されます。当社は組
織の規模を考慮し、監査の独立性は、監
査の対象となる活動に関する責任を負っ
ていないことで実証することとしました。

また、年二回実施するマネジメントレ
ビューでは、経営者が「内部監査の結
果」や「演習の結果」、「教育・意識向上
訓練の結果」、「インシデントから得られ
た教訓」をインプットとし、「BCMSの適
用範囲の変更」、「BCMSの有効性の改
善」、「BCM戦略及び手順の修正」、「必

要となるリソース（経営資源）の修正」、
「追加投資や予算」などの必要性につい
て検討します。

3．4　BCMS維持・改善

BCMSの継続的な改善を目指し、マネ
ジメントレビューでの決定に基づいて必
要な予防処置または是正処置を施しま
す。これら予防・是正処置の実施により、
策定済みの事業継続方針などに変更が
生じる場合には、BCMS関連文書も併せ
て変更することにしています。またBCMS
の継続的改善は、経営者の責任で実施し
ています。

4．最後に

BCMSへの取り組みを通じて、事業・業
務の継続性を効果的に確保でき、有事の
際でも、顧客の同業他社への流出や収益
の大幅な低減、マーケットシェアの低下や
組織のブランドイメージの失墜などを防ぐ
ことが可能になります。

当社は、BCMS構築及びBS25999
認証取得の効果を以下の通り実感してい
ます。

BCMS以外のマネジメントシステム認
証（ISO9001、ISO27001）との統合

•

管理策チェックシート
記入者：
記入日：

No 実施内容 気付いた点

【図表9】

運用により、より効率的なマネジメン
トシステムの運用を実現できました。

BCMS構築のための分析作業（事業
インパクト分析、リスクアセスメント
等）を通じて、平常時の業務の見直し
や効率化も同時に図ることができま
した。

全従業員参加による演習の実施を通
じ、不測の事態にも「慌てない」という
自信がつきました。

（認証取得により）社外のステークホ
ルダー（お客様、取引先など）の皆様
に、安心して取引先として選んでいた
だくための信用が向上しました。

自社のコンサルタントが自ら取り組む
ことで、BCMS構築や認証取得に関
するノウハウを蓄積でき、サービスの
向上につながりました。

当社は事業継続マネジメントに関
するコンサルティングサービスや
BS25999-2認証取得支援サービス
も行っているため、世界第一グループ
としての認証取得は競合他社との差
別化につながりました。

今後の課題としては、統合システムとし
ての運用の更なる定着と効率化を目指し
ています。

以上

•

•

•

•

•
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特集 1

生産性と安全性を向上するための
従業員のモチベーション向上の必要性

株式会社インターリスク総研　
コンサルティング第一部  自動車・SCM室
サプライチェーンRMチーム  上席コンサルタント　高尾　和俊

１．はじめに

企業にとっての経営資源には「人」「も

の」「金」「時間」「情報」等が挙げられる

が、その中でも企業が組織として活動する

上で最も重要な要素はやはり「人」といえ

るであろう。ＩＴの活用によってどれだけ効

率性や利便性が図られようと、その環境の

中でも運用管理やデリバリー業務等ＩＴ活

用にかかわる周辺業務には「人」による関

与が生じる。リスク管理の観点から見ても

社内システムの悪用による不祥事や犯罪、

ヒューマンエラーを原因とした事故やトラブ

ル等は個々の「人」に内在する組織上の経

営リスクである。

これらを完全な形で管理し、未然防止を

する社内システムや体制はそう簡単なもの

ではない。残念なことに、これら「人」に内

在するリスクによって経営危機に陥るケー

スは後を絶たず、どのようにリスク管理レベ

ルを上げても、その上をいく、またはかえっ

てシステムが複雑になったために初歩的な

事故やトラブル等が発生するといった事象

は実際に繰り返し起きている。「人」に行う

経営資源の投入はその投入の仕方によっ

て安全性、品質および生産性等企業活動

を大きく左右することになる。

「人」という経営資源の種を育てるに

は、能力を発揮するキャリアプランや役割

といったフィールドを用意することともに

「モチベーション」という活性化のための

肥料も必要である。

「モチベーション」というキーワードは

「人」に対するものだけでなく「法人（企

業）」に対しても使われることがある。「モチ

ベーション」は「人」を介する企業活動にお

いて重要なものであり、「人」「もの」「金」

「時間」「情報」につづく第6番目の経営

資源として投入し続けていかなければなら

ない重要な投資項目といえる。

２．企業活動におけるモチベー
ション管理の限界

企業活動は、大きく言えば組織としての

活動と、個人としてのそれとの融合によって

構成されている。組織としての活動は、担当

業務に対する責任と役割分担によって、あ

らかじめ設定された目標を達成する活動で

あり、職制に応じた管理体制によって業務

の進捗状況の把握を行うことで業務の安

全性の維持と安定的企業経営の下支えを

行うものである。

また一方、個人としての活動は、担当業

務に対する責任と役割を付託され、業務を

通じて自己の能力を発揮し自己実現に向け

て安全に業務を履行するものである。以上

のようにこれら２つの活動の円滑な組み合

わせによって、企業活動は安定的かつ安全

に行われることになる。

しかしながら、就労意識の多様化、人財

の流動化等が進んでいる昨今の環境変化

において、以前にも増して、個人の価値観、

性格や能力等はさらに千差万別の度合い

が高まっており、これらを管理するとなれば

強力なルールや命令またはＩＴシステムに

よる監視といった形によって行うこととな

る。これは組織としての活動による個人に

対する抑制ということになるが、実際には

管理される側のかなりの抵抗感と管理の

限界がある。

管理される側から聞かれるおもなものと

して、

①「経営者の考えや会社の方針・方向性が
現場従業員に確実に伝わっていない。」

②「トップダウンばかりで自分たちの考え
を伝える機会がない。」

③「組織が硬直化しており官僚的になっ
ている。」「相互理解がない。」

④「業務がマンネリ化しており、現場に
達成感がない。」

⑤「現場の声よりも組織の立場を守るこ
とに一生懸命だ。」

⑥「目先の数字のことばかり言われて将
来のビジョンが見えない。」

⑦「組織としてのコミットメントに一貫性
が感じられない。」

といった声が聞かれる。これらの声は企

業規模に関係なく同様に出てくるコメント

の一例である。（図１参照）
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３．企業（組織）と従業員（個
人）との考慮すべき関係

モチベーションに影響を与える要因とは

どのようなものが考えられるかは、個人から

見た組織といった視野で考える必要があ

る。その必要な視点を以下の8つに分けて

整理してみた。

①会社ブランドやイメージ
企業体力や顧客基盤が安定しており、

将来に対する投資を行っている。また、ブラ

ンドとして認知度が高い、または明確な「ウ

リ」を持っており、将来に不安を感じない。

経営やマーケットの基礎が確立していて安

心感がある。

②事業の将来性
経営者や組織が掲げる事業戦略プラン

に共感できる。またその裏付けが日ごろのコ

ミュニケーションから容易にイメージできる。

または目標達成に向けたプランが共有でき、

その中での自分の立ち位置がよく見える。

③経営ビジョン
社会貢献度や影響度が高い、また成長

性や他社優位性のある事業計画を立て、

将来を描いている。その組織（環境）にい

ることに満足感がある。

④組織の文化・風土
組織にはそれぞれの歴史に基づく文

化・風土があるが、組織の価値観と個人

のそれとのギャップが少ない。体質に大き

な差異がない。コミュニケーションがしっ

かり行われ、お互いが認め合う環境にあ

る。「報告・連絡・相談」が自然な形で行

われている。

⑤担当または参画する業務内容
業務内容が自己を成長させるものであ

る。権限が委譲され自己裁量の幅がある。

または重要なプロジェクトや会社が行う意

見・情報収集活動への参画が職制に関係

なく可能である。

タテ・ヨコのコミュニケーション環境が

良好で広く意見を求める等懐が深くまた

意見を調整する機能がある。

⑥社内同僚や上司等との関係
経営者や社内の上司に魅力があり相互

理解ができる。自分のリーダー像が一致

し、一緒に働きたいと思うまたは目標とした

くなる人財がいる。職場環境において考慮

すべき重要な要因である。

⑦施設等労働環境
施設が充実し働きやすい環境。インフラ

が整備され効率的に業務が進められる。

立地がよく機動的に活動ができる。

⑧評価・処遇の整備
人事制度が整備され、その内容が業務

内容、職制に応じた役割や責任に対応し

たものとなっており、その評価に納得感が

ある。また、評価結果についてフィードバッ

クがあり、上司との間に目標に対する取り

組み方や日頃の業務への取り組み姿勢等

の共有がなされている。評価の考え方がプ

ラス思考である。

現場担当層

マネジメント層

社会・業界環境の
認識や意識の違い

責任の転嫁

周囲・組織としての影響

ごまかし・自己保身

恒常的・マンネリ化

報告・連絡・相談の不実施

不適切なクレーム対応

モ
ラ
ー
ル
ダ
ウ
ン要請・期待・対応・スピード

経
営
層

意識のずれを是正
する必要がある

【図1】



�

実際の個人のモチベーションの向上、低

下の要因はこれらの要因が複雑に関与す

るケースが多いが、上記①から③の会社と

して社員個人に対しどのようにメッセージ

が伝わっているかを、経営層、マネジメント

層、担当層に区分しギャップを分析するこ

とでその要因の現状把握を容易にするこ

とができる。（図２参照）

また、上記以外のものとして報酬やポジ

ションというキーワードも作用する場合も

あるがこれらは多様化する個人の価値観

において組織としてのモチベーションとい

うより限定的かつ個人的要因といえる。

※各項目の値は、各層での平均値
※各階層の値は、中間値を超えているものは　　、下回っているものは　　で強調
※乖離値が 1以上違うものを　　で強調、2以上違うものを　　で強調

※3.5 の青い横線はポイントの基準となる中間値
※青丸は各階層のポイントが中間値を挟んで 0.8 ポイント以上乖離した設問、黒丸は中間値は挟んでいないが 0.8 ポイント以上乖離した設問

5.0

4.5

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

経営層
現場担当層
乖離値経営 -担当

管理者層
乖離値経営 -管理
乖離値管理 -担当

経営層

管理者層

現場担当層

乖離値経営-管理

乖離値経営-担当

乖離値管理-担当

1

3.8

2.7

3.4

1.1

0.3

0.8

2

3.0

3.0

2.9

0.0

0.1

0.1

3

3.3

3.0

3.1

0.3

0.1

0.1

4

3.3

3.0

3.1

0.3

0.1

0.1

5

1.8

2.3

2.3

0.6

0.5

0.0

6

3.3

4.3

4.3

1.1

1.0

0.0

7

2.3

2.7

2.6

0.4

0.3

0.1

8

3.0

3.7

2.7

0.7

0.3

1.0

9

4.0

4.0

3.7

0.0

0.3

0.3

10

3.8

3.7

3.4

0.1

0.3

0.2

11

2.3

2.3

3.0

0.1

0.8

0.7

12

4.0

3.3

3.7

0.7

0.3

0.4

13

3.5

2.7

3.3

0.8

0.2

0.6

14

3.0

3.0

2.6

0.0

0.4

0.4

15

2.5

2.0

3.0

0.5

0.5

1.0

16

2.5

3.3

2.4

0.8

0.1

0.9

17

3.3

3.0

3.4

0.3

0.2

0.4

18

3.3

3.3

4.0

0.1

0.8

0.7

19

2.8

3.0

2.0

0.3

0.8

1.0

20

3.0

3.3

3.3

0.3

0.3

0.0

特集 1 生産性と安全性を向上するための
従業員のモチベーション向上の必要性

４．企業風土や文化とモチベー
ション

　

上記３．で企業が従業員のモチベーショ

ンに影響を与える要因について触れたが、

組織の活性化や人財の育成は、企業風

土や文化といった企業としての人財の「地

力」を向上することが基本となる。要は人

財活用の土壌作りである。その中で最も重

要なファクターは、個人を含む組織としての

「モチベーション」の有り様である。

この「モチベーション」の向上を行う取り

組みや方法は企業によって異なる。それは

業種や規模等経営環境、地域性、経営者

や従業員の意識等が異なり、また抱えてい

る問題もそれぞれだからである。

しかしながら、「モチベーション」の向上

に取り組むために、次のような情報収集を

行うことは共通している。

①経営者、従業員におけるモチベーショ
ンの現状についての調査

②組織として抱えている問題とモチベー
ションの関係

③会社の方向性と従業員の意識の違い

等これらを整理し、経営リスクの高い順に

取り組むべき優先課題を決めて、社内定着

化が図れるように自社の現状に見合う取り

組みを徐々に社内で進めていくことになる。

取り組みを行う際には、なぜこのような

取り組みを行うのか等目的を明確にし、社

員の納得感を得やすい社内環境作りも忘

【図2】
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特集 1 生産性と安全性を向上するための
従業員のモチベーション向上の必要性

れてはならない。これらが行いやすいか、そ

うでないかもやはりその企業の風土や文化

を表しており、社内のモチベーションの状

況を図る目安にもなっている。

５．社内のモチベーション向上
に向け必要なこと

上記の通り、多様な観点から社内のモ

チベーションの現状について把握すること

が第一であるが、把握したものをどう活用

するかまた、実行に移すことにより会社組

織が何かしら「変化」することを見える形

で社内に周知することが社内モチベーショ

ンの変化の第一歩となる。

一つの方法としては、モチベーションの

向上に会社をあげて取り組むことを組織

横断および職制を超えた形で組織構成を

行うことである。その組織の役割と機能

は、定期的に現状把握を行い、品質管理

やリスクマネジメントの手法として活用さ

れているＰＤＣＡサイクルを活用して実践

および改善のスキームを整備することであ

り、また経営者との忌憚なき対話を行うこ

とでフラットなコミュニケーション環境を維

持することにある。（イメージは図３参照）

また一方、現場に対しては労働環境の

改善、カウンセリングや自己啓発の促進と

ともに経営者のビジョンとそれぞれの役割

に対する説明（各人の業務は必要な業務

であること）を行い、感覚として経営と現場

との距離を近くする努力が必要となる。

このシステムは労使関係・交渉の場と捉

えられやすいが、そういう対決姿勢といっ

た環境では活性化された安全かつ生産

性のある組織活動は生まれづらい。そうで

はなく、会社を上げてモチベーションの向

上という一つの目的を達成する場であり、

労使といった立場のものではなく、企業と

しての活性化と企業品質の向上を行う機

能の一部であるべきと考える。そして、社員

のモチベーションが高く、商品のアフター

サービス等付加価値の高い企業として対

外的に認知されることはブランドにもなり

うることから、さらに高いモチベーションを

得ることにつながる。まさにモチベーション

の向上は企業リスクを低減するだけでなく

成長には欠かせないものであり、社員と企

業とのスパイラルなWin-Winの関係を作り

上げる重要な要因として積極的に取り組む

べき課題である。

以上

モチベーションの向上のために必要な社内体制
企業としての営業戦略や行動規範等の各種規則遵守のためには、意欲や動機付けといったモチベーションの
向上が欠かせないが、個々の意識に依存するのではなく社内でレビューを行うために体系化が必要である。

1.社内モチベーションに関する
マネジメントシステムの構築

2.人財の育成、ケア

■行動指針の作成
■モチベーション向上委員会の設置、運用
■実態調査／効果（PDCAサイクル）検証

（PMCはモチベーションの向上に関する取り組みをいう）

■管理層［自分自身、部下指導］
■現場（従業員）層［自分自身］

3.ツールの提供

■行動（目標）設定／チェックシート
■集合研修、eラーニング
■実態調査／効果（PDCAサイクル）検証

PMC

行動指針

モチベーション向上委員会

管理職

現場

PMC

行動指針

モチベーション向上委員会

管理職

現場

PMC

カウンセリング

【図3】
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特集 2

ドライブレコーダーの
映像から見えるもの

株式会社インターリスク総研　
コンサルティング第一部　自動車・SCM 室
自動車 RM チーム　上席コンサルタント　　寺西　朗

はじめに

業務用の自動車を中心に、映像記録型
のドライブレコーダーの普及が進みつつあ
る。この「映像記録型」のドライブレコー
ダー普及の背景には、事故時の状況の記
録ができるということとともに、これにより
「事故そのものを減らしたい」という企業
の安全運転管理部門の想いがあることは
確かである。

事故を減らすためには、教育指導への
活用が不可欠であり、そのために機種ご
とにさまざまな工夫がされている。しかし、
実際に活用するためには、映像データを
チェック・選別しなければならないが、こ
れがなかなかに煩雑であり、その手間が
事実上の活用のネックとなっていることが
多い。

そこで、取得されたデータのうちから、
事故やヒヤリハット事例に該当するものを
抜き出すためのツール（判定ソフト）の研
究がされ、試作されたソフトの公開も行わ
れている。また、ドライブレコーダーのメー
カーの提供する解析ソフトでも、データを
区分けする、あるいは選別する機能を謳っ
ているものがある。

今後とも、こういった研究はすすみ、効
率的にニアミス映像を取り出すことがで
きるようになるであろう。しかし、実はこう
いったソフトで排除される、「ニアミスとは

いえない」映像の中にも、実は有用なデー
タが存在するのではないだろうか。ここで
は、そのようなデータの把握と使い方とと
もに、こういった映像からうかがえるもの
について考えてみたい。

１．ドライブレコーダーとは

もともと、ドライブレコーダーとは、自動
車の運行にかかわるデータ、速度や走行
距離のほか、急加減速、急カーブやアイド
リングなどのさまざまな状況にかかわる
データを記録するもので、従来から利用さ
れているタコグラフ（タコチャート）もこれ
に含まれる。タコグラフの場合は、記録さ
れているのは時刻と速度、距離だけであっ
たが、近年急速に普及してきているデジタ
ルタコグラフ（デジタコ）では、急加減速
や急カーブなどのほか、アイドリングや連
続運転などのデータの取得も可能となって
いる。

これに加え、近年、Ｇセンサーを搭載
し、事故時や急ブレーキなどの衝撃を検
知し、その前後10〜数10秒間の映像を
記録する機能を持つものが登場し自動
車運送事業者を中心に拡がりを見せて
いる。これが「映像記録型ドライブレコー
ダー」と呼ばれるもので、さらに、前方だけ
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ではなく後方や車内などの映像も記録で
きるものや、常時記録する機能を持つも
のも出てきている。

この映像を記録する機能は、もともとは
事故時の映像を記録することによりその
状況を正しく把握することを目的に開発さ
れた機能で、テレビなどで事故時の映像
やタクシーなどの車内での映像を取り上る
機会が増えこともあり、最近ではドライブ
レコーダーというと、この映像記録機能を
持ったもののことを思い浮かべる方が多い
であろう。

ここでは、この映像記録型ドライブレ
コーダーについて取り上げる。（以下「ドラ
イブレコーダー」と記す。）

２．ドライブレコーダーの効用

大きく分けて、二つの効用が挙げられて
いる。

第一は、事故時の映像の記録である。
信号の色や一時停止の有無など、事故時
（とその前後）の状況が客観的に記録さ
れるため、事故時の状況の確認が容易と
なる。信号のタイミングはどうであったの
か、また、一時停止の有無はどうか、など当
事者同士の主張が異なる場合に事実を
確認する材料となる。個人ユーザーの場
合は、これが設置の主たる目的となろう。

第二は、事故の防止／削減の効果であ
る。よく言われるのは、ドライブレコーダー
を設置していると、「見られている」という
意識が働き安全運転をするようになる、
というものである。しかし、これによりすべ
ての人が運転を変えるとは言い切れない
し、ドライブレコーダーを意識して運転が
変わったとしても、緊張感を長く持続させ
るのは難しく、大部分は時間とともに元に
戻っていくといわれている。

したがって、緊張感を持続させるための
方策が必要となってくる。ドライブレコー
ダーで得られたデータを教育指導に活用
することによって、緊張感を継続させると
ともに、ドライバーの運転そのものを変え
ていくことが求められている。

３．どう使用されているか

それでは、実際の現場での使用状況は
どうであろうか。現実にはドライブレコー
ダーを装着してはいるが事故時以外には
映像を見ないというケースが大変多いよう
である。

国土交通省の調査（※）では、タクシー
事業者の場合、下のグラフのとおり、事故
時にしかデータをチェックしないケースが
約3割となっている。筆者が実際に、ドラ
イブレコーダーを装着したタクシーに乗車
した際に運転者に聞いてみた印象では、
映像をチェックするのは事故時のみという

ところが大部分のようである。「抜き打ち
でチェックされる」（したがって気は抜けな
い）、というところが時折あり、「毎日運行
終了後にメモリーを提出しチェックされる」
というところに出会ったのはこれまでのと
ころ2回（2社）だけである。

いずれにしても、事故時の映像を教材とし
てあるいは危険予測トレーニング（ＫＹＴ）
の材料として社内研修等で利用していると
ころは多いが、それ以外の映像を活用してい
るところはそれほど多くは無いようである。

※平成17年度　映像記録型ドライブレコー
ダーの搭載効果に関する調査報告書　平成
18年3月　国土交通省自動車交通局　より

４．どのような映像が記録され
ているか

（１）事故映像
衝突した衝撃や急ブレーキなどによる

衝撃をトリガーとする事故映像

ドライブレコーダーのデータ回収のタイミング

【図】
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（２）ニアミス映像（ヒヤリハット映像）
衝突を回避するための急ブレーキや急

ハンドルなどによる衝撃をトリガーとする
ニアミス映像

これらの映像が、ＫＹＴの材料として用
いられる。

（３）事故・ニアミス以外の映像
路面の段差や急加速など事故やそれ

を回避するための行動以外の事由（大部
分は路面の段差）による衝撃をトリガーと
して記録された映像である。ほとんどは、
何もない、まさにごみ映像データではある
が、中には次のようなものが含まれている
ことがある。

一時停止をしていない映像
黄信号や赤信号の無視
速度の超過
長距離にわたるバック
歩行者・自転車の保護義務違反など
の行為そのもの　　

など。

これらは、本来記録しようとして記録さ
れたものではなく、たまたま、段差などによ
り意図せずして記録されたものである。通
常は検知した力そのものが弱く、またニア
ミスなどに至っていないため、ともするとい
わゆるごみ映像データとして無視されてし
まわれかねないものである。

最初に触れたように、データのチェック
を効率的に進めるためにニアミス映像な
どを抽出するソフトの研究が進められて
いるが、これらの事例は、ソフトなどで判
定される危険度も大きくはならず、こぼれ
落ちてしまう可能性が高い。また、ニアミ
スにも至っておらず、目視でも、ともすれば
見逃されがちである。

しかし、これらの映像はニアミス（衝突
すれすれ）映像でこそないものの、いずれ

•
•
•
•
•

も事故につながりかねないものであり、事
故のたまごといってもよいものである。

こういった映像の中にはたとえば、路
面の段差でフロントのダッシュボード上の
ティッシュボックスが落ち、拾い上げ置き
なおしている様子が反射して映っているも
のがあった。しかも、拾い上げダッシュボー
ド上に置き直しているそのときに、自転車
の横を通過していることも合わせて映って
いた。

落ちたものを拾うという行為は、わき見
に繋がる危険な行為であり運転中に行っ
てはならない行為である。映像からは自転
車との間隔を十分確保した様子はなく、
それまでと変わらないコースをそのまま走
行しており、運転者自身は何も危険を感
じていなかったのではないかと思われる。
またもし、自転車と接触しそうになり急ブ
レーキや急ハンドルを切ったらニアミス映
像といえるものになったのであろうが、こ
の場合はニアミスには至っておらず、路面
の段差による衝撃がトリガーになったも
のでしかないため、ニアミス事例を抽出す
るというソフトの考え方からいけば、ごみ
映像データに分類されてしまう可能性が
高いものとなろう。

他者とのニアミスにより急ブレーキや
急ハンドルを切ったような映像の場合は
ともかくも、このようなティッシュボックス
を拾い上げる様子や、一時停止の無視、
長距離にわたるバックなど本来はとても
危険な行為そのものの映像が、ドライブ
レコーダーで得られた映像の中に、実は
多数含まれている。これらの映像は、何気
なく見てしまえば、「段差によるごみ映像
データ」とされてしまいかねないが、実は
危険な行為そのものを記録したものであ
り、それがどうも見過ごされがちであると
いうことである。

データのチェック作業が煩雑となり却っ
てチェック作業そのものを阻害してしまう

ことのないように、ソフト等により合理化
することは、勿論必要であるが、それからこ
ぼれてしまうものの中にもこのようなデー
タが含まれていることに注意し、すべてで
はなくとも、ある程度意識的にチェックす
る必要があると考える。

5．これらの映像から見えること

日ごろ何気なく行っていることの中に実
は危険な行為が多数含まれているが当人は
気づいていないことが多いのではないか。

これは、事故あるいはその寸前のよう
なニアミス事例に至らないと、気づくこと
のないまま済んできているということでも
ある。

こういった映像を見ていて思うのは、危
険な行為を危険と感じなくなってきている
のではないか、ということである。これは、
なにも自動車の運転に限ったことではな
い。歩行者や自転車の場合でも同様であ
る。横断歩道での信号待ちの際、車道に
下りて待っていたり、自転車なら前輪を突
き出して待っている。あるいは、夜間無灯
火で携帯電話のメールを見ながら走行す
る自転車など、交通の場面を考えただけで
も、いくつもの事例を挙げることができる。
そしてこれは、交通の場面に限らない傾向
ではないだろうか。

　
話が拡がってしまったが、事故やその寸

前にならなければ危険と認識しないので
は、それこそ危険なことであるとともになん
とも悲しいことである。

なんとか、その行為そのものが危険であ
ることを、きちんと認識してもらえるように
することが教育指導に求められる。



��

特集 2 ドライブレコーダーの映像から見えるもの

6．映像をどのように活用するか

映像記録型ドライブレコーダーの映像
を教育指導に活用する、という場合に最
も多いのは事故映像やニアミス映像を利
用した、ＫＹＴである。ニアミス映像はヒヤ
リハット事例の映像に他ならないので、そ
れを用いたＫＹＴは、自社のヒヤリハット事
例の効果的な利用といえる。

一般的にはまず映像を見せ、途中で停
止させて「どこに注意すべき危険が潜んで
いるか」あるいは「次にどのようなことが起
こるか」といった問いかけをし、考えさせ、
危険の存在に気付かせる形をとる。

　
一方、ニアミスではない、危険な運転の

映像の場合はといえば、どこに注意すべ
きか、あるいは次に何が起こると思うか？
と問いかけるのは少し難しい。映像をその
まま流しても何かが飛び出してきたり、急
ブレーキを踏んだりすることがないからで
ある。

　
この場合は、たとえば映像をそのまま流

して見せ、その中で感じた問題点を挙げて
もらう。問題点とまでは明確に挙げられな
くても、「何かおかしいぞ」という違和感を
感じてもらえれば、糸口は見えてくる。あと
は、ちょっと押してやればよい。ただし、答
えを押し付けるのは厳禁である。

これを、小集団（10人前後の多様性が
あって自由に発言できる単位が望ましい）
で実施し、参加者に自由に発言してもらう
のである。

自分の運転による映像を自分で見てい
ても、何とも思わない可能性が高いが、同
僚・仲間とともに映像を見て、彼らが感ず
るところを挙げることにより、自分では気
付かなかった問題点に気付くことが可能
となる。それにより、日常の中に潜む危険
に対する感受性を磨き、「自らが原因の事
故を起さない」「他者が原因の事故に巻き

込まれない」という防衛運転を心がけるこ
とにもつながるといえよう。

ここで、もうひとつ、小集団でのメリット
に触れておきたい。

管理者など上司に指摘されることは、上
からの指示と受け止められ無意識のうち
にも反発を招きやすいが、仲間に指摘され
た場合は、「皆がそう言うならばそうなのか
な？」と受け入れやすくなる。それにより問
題のある運転行動に気付くことや、問題行
動の特性や成り立ちそのものを分析する
ことが可能となる。ややもすれば、上位下
達式の講習となりがちであるが、皆が発言
しともに考える形とすることで、真に効果
的なドライブレコーダーの映像の活用が
可能となろう。

おわりに

映像記録型のドライブレコーダーの普
及は、これからも一層進んでいくと思われ
る。しかし、せっかくの映像データを本当に
活用できるようにするには、現場の管理者
の工夫と努力が必要であるのは当然であ
るが、現在のところは、それとともに現場
の努力をサポートする力が必要であると考
えている。インターリスク総研では、ドライ
ブレコーダーを活用して事故防止／削減
したいという企業に対するサポートを広く
提供していきたいと考えている。

以上
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タイの製品安全に関わる賠償責任
− 新製造物責任法が制定されて −

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部  製品安全・環境チーム　
上席コンサルタント　　　　  岸本　明人

１．タイの経済・政治状況

タイは伝統的に農業や軽工業が産業の

中心であったが、１９８０年代後半より海外

からの投資により工業化が進展してきた。

特に２００１年に発足したタクシン政権は外

国からの投資を誘致し輸出を促進する経

済政策を実施することで、経済発展を進め

てきた。中でも日本とは経済連携協定（ＥＰ

Ａ）を結んでおり、今後も貿易・投資の一層

の拡大が予想される。

最も動きが活発なのは自動車産業で、多

くの自動車メーカーがタイに新しく施設を建

設している。各国の自動車メーカーはアジア

地域を発展性が高い一大市場と位置づけ、

アジア専用の仕様を設定するようになっ

た。市場ニーズを探りつつ仕様を決めてい

くため、市場に近いアジアにも開発拠点を

移しつつあり、タイがASEAN域内の分業体

制の中で、生産だけでなく開発を担う重要

な拠点として、また、大市場であるとの位置

づけがされるようになってきており、その動

向が注目されている。日本の自動車産業か

らも完成車メーカーを始め、部品メーカー及

びその子会社、孫会社がタイに進出し、第

二のデトロイト作りに向け動き出している。

その中には部品製造の小規模会社の進出

も多く、初めての海外拠点がタイであるとい

う会社も珍しくなくなっている。

経済発展を支えてきたのはタイ政府によ

る政策と運営だったが、政治状況は決して

安定したものではなく、タクシン政権の崩壊

の後、長く暫定政府による運営が続いた。下

院議員選挙が行われて正式な新政権が誕

生したのは本年の２月である。同時に懸案と

なっていた多くの法案も議会を通過し発効

されつつある。昨年１２月の議会では１００以

上の法案が可決されたが、その中に「安全性

欠如物品責任法」と「消費者問題手続法」

がある。これらは、いわゆる製造物責任法と

消費者の申し立ての手続法である。

　

２．タイの賠償意識と消費者保護

タイの国民性を語る際に、微笑みの国と

表現されることがあり、国民全般に、つつし

み深く、奢らず、他者に優しくするとの教え

が浸透している。ほとんどの国民が信じる

宗教は小乗仏教であり、その背景にある輪

廻思想がタイの国民感情の基本にあるとい

われる。前世での悪行により今世で報いを

受け、今世で功徳を積めば来世で幸せにな

れるとの思想は、タイ人の物の考え方に刷

り込まれている。徳を得るために仏門に入る

者が多く、僧侶に食事を寄進するお布施も

一般的である。自ら謙虚に反省する傾向も

強く、何かが起こっても、自分自身の至らぬ

部分を反省し、諦める気持ちが非常に強い

といわれる。

生活に関わる争い事でも、他者への要求

が強くなく、仕方がないと自ら納得してしま

う傾向があり、損害賠償意識は低く訴訟も

少ないといえる。ただ、経済の発展により、

工業製品が溢れ出し、生活も欧米化してき

ていることより、企業や団体に対するさまざ

まな要求は大きくなっている兆候がある。

消費者保護運動が民間レベルで活発に

行われているわけではない。一方、政府は近

代化の旗印に消費者保護も掲げており、政

府が主導する形で消費者保護を法制面で

充実してきている。１９７９年から消費者保

護法を施行し改正を続けているが、消費者

保護政策の更なる進展のため、数年前より

政府を中心に製造物責任法の制定の動き

がでてきた。タクシン政権が軍事クーデター

で崩壊する直前までには製造物責任法案

が下院で何度か審議された。政治の安定を

待って、先進各国並みの厳格責任による製

造物責任法案が議会を通過し、国王の承

認により本年２月２０日に公布された。

３．製造物責任法（図表1参照）

タイの製造物責任法である安全 性欠

如物品責任法（Unsafe Goods Liability 

Act）は、先進諸国と同様の厳格責任法理

を採用し、いくつかの特徴的な内容を含ん

でいる。

（１） 厳格責任法理の採用

不法行為による損害賠償では、多くの国

で過失責任の原則がとられていたが、現代

では過失の立証を必要としない厳格責任

が取り入れられるようになってきた。社会の

発達により、規格化された商品の大量生

産・供給方式に移行し大企業が出現し、個

人と企業の規模の差が顕著となってきた。
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対等の個人・法人の権利・義務を裁いてい

た民事法であるが、当事者間の証明能力の

違いから問題がでてきた。製品に起因した

事故で被害者となる個人が原告として提訴

しても、過失責任のもとでは、被告となる企

業の「過失」を証明しなければならないが、

個人の調査能力、証明能力には限界があ

る。法の下での公平を実現するためにも、

責任有無の判断を行う基準を「過失」では

なく、厳格責任の「欠陥」とするようになっ

た。欠陥を責任有無の基準とすることで、

被害者は、被告企業の行為上の過失ではな

く、該当製品に欠陥が存したことを証明する

ことで足ることになり訴訟が容易になった。

タイの新製造物責任法も、厳格責任を採用

することで、消費者保護を進展させ、国民の

福祉に寄与することを目的としている。

（２）指示警告欠陥の強調

製造物責任法の条文は１６条からなり、

日本の製造物責任法の６条より長文となっ

ているが、条文全体を通じ指示警告欠陥へ

の言及が多く、強調されている。条文中の欠

陥の定義でも「使用・保管」の言語が使わ

れ、企業側の指示警告欠陥に重きを置いた

条文となっている。

設計欠陥や製造欠陥も規定されている

が、指示警告欠陥の規定を整備すること

で、多くの製品事故の責任の適切な判断が

できるとの立法者の意図が感じとれる。工

業製品が国民の生活に入り込んできている

が、適切にその使用法が守られていない現

状を反映していると思われる。企業からの

使用に関する情報提供の不適切さや消費

者の無関心さが問題であり、製品を正しく

使用することで多くの事故を防止できるとい

う考えが読みとれる。

（３）訴訟代理

事故により被害を被った消費者は損害

賠償請求を行うに当たって弱い立場であ

り、一般には専門の弁護士が身近にいるこ

とも珍しく、資力のある企業を相手に訴訟

を起こし維持していくことの困難さは、多く

の社会で問題となっている。タイでは、製品

事故において、被害者の代わりに消費者団

体などが訴訟当事者となり訴訟を推進す

る訴訟代理という制度が規定された。これ

は、日本の団体訴訟制度により消費者団体

などが企業に対し差し止め請求する権利が

付されたのとは異なり、民事訴訟である製

造物責任訴訟の当事者である消費者の代

理として、消費者団体などが代わって訴訟を

推し進めることができる制度である。消費

者団体などは、同様の製品事故や訴訟につ

き知識があり、専門の弁護士との連絡がと

れることにより、知識や資力のない被害者

個人が適切に訴訟を遂行できないことによ

る不利益を少なくしている。

（４）懲罰的賠償

賠償責任が認められた場合、従来の損

害以外に懲罰的賠償を認めることができる

ことが規定された。これは、民事事件であり

ながら、被告の重過失や悪意が認められた

場合は、裁判所が刑事罰の要素がある追

加の賠償を認め、被告に懲罰を与えるもの

である。この懲罰的賠償は膨大な金額にな

りやすい。米国における製造物責任訴訟の

評決額が高額となり社会問題となったが、

その多くは懲罰的賠償金が高額であったか

らである。タイの製造物責任法で懲罰的賠

償を認めたことは世界の潮流からは異例な

ことに思われるが、その上限額が２倍に制限

され、認定は判事によるとしており、一定の

制限を設けながら運営していくことになる。

新製造物責任法の内容
厳格責任

責任要件

加害者の過失ではなく　　 　製造物の欠陥（無過失責任）

契約当事者間であることを要しない
立証項目が物の状態
被害者側の欠陥立証にて加害者側の反証
　 「欠陥がないこと」の立証義務

立証項目の簡易性　立証義務の実質的な転嫁

【図表1】
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特集 3 タイの製品安全に関わる賠償責任
− 新製造物責任法が制定されて −

４．消費者問題手続法（図表2参照）

消費者問題手続法（Consumer Case 

Procedure Act）は、消費者による申し立て

や訴訟の手続につき特別な取り扱いを定

めた法律である。タイでは消費者保護法が

１９７９年に制定されているが、製品広告や

ラベリングに関わる損害賠償を消費者の

権利として定めながら、具体的賠償方法の

規定はない。そこで、消費者を申し立てにつ

き適切な手続を規定することで消費者を保

護する観点で法整備が行われた。

製品事故による消費者からの申し立てば

かりでなく、契約などのサービスに関する申

し立ても対象としている。申し立ては、政府

機関である消費者保護協会が取り扱い、消

費者は口頭で苦情を述べるのみで、消費者

保護協会の担当官が書面にしたり、調査を

行ったりし、訴訟になる場合は消費者に代

わって主体的に訴訟を進める制度である。

消費者保護を目的として、迅速性・簡易

性・経済性を図った手続法である。迅速性

の点では、訴訟手続の期間を限定したり、

類似の内容の前例訴訟がある場合はその

結論が採用されるなどの規定となっている。

簡易性については、消費者は口頭のみで訴

訟を進めることができたり、消費者に便利

な近隣の裁判所を指定できることである。

また、消費者は勝訴した場合に被告企業よ

り訴訟費用を回収でき、敗訴しても訴訟費

用を支払う義務はない。立証のために費用

がかさむことがあるが、立証責任を大きく被

告企業に課す内容となっている。

このように、消費者の苦情や訴訟を消費

者保護協会が汲み取り、至れり尽くせりの

消費者サービスをすることが消費者問題手

続法で定められている。

５．おわりに

法律には、技術の進歩や社会風潮の変

化により社会自身が変化し、後追いで合わ

せるように変わる面と、政治・経済上の施策

として利用し、法律により国民の生活形態

を変化させるという面がある。タイの製造物

責任法と消費者問題手続法は後者の要素

が強く、政府がイニシアティブをとり消費者

保護政策を進めるために制定されたものと

いえる。

タイの消費者保護の法律による施策が、

どのように機能し、国民意識、特に賠償責

任追及の意識がどうなるかの推移はこれか

ら暫く注視する必要がある。どのような法律

もそれを利用し運用していくのは国民であ

る。タイ国民の賠償意識がどう変化し、これ

らの法律をどう利用していくかにより、今後

のタイの賠償責任リスクも大きく変わる可

能性がある。

消費者の権利強化と訴訟手続の簡易・迅速化
2008年8月23日
消費者による申立の手続規定
PL事故とサービス苦情の申立
［迅速性］　原則2段階解決（訴訟に進んでも2審で終結）
　　　　　訴訟手続延期の制限（15日間を限度、1回のみ）
　　　　　前例の結果を適用
［簡易性］　消費者保護協会が申立を記録し、専門官の補助で解決を
　　　　　消費者の近隣の裁判所で
［経済性］　消費者勝訴で費用の敗者支払
　　　　　立証責任を被告へ
回収命令、懲罰的賠償

消費者問題手続法について
a.目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
b.施行日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
c.内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

d.消費者訴訟増大の可能性有

【図表2】
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特集 4

生物多様性にかかわる企業のリスクと
ビジネス・チャンス

株式会社レスポンスアビリティ　
代表取締役　　　　　　　　　  足立　直樹

株式会社インターリスク総研　
コンサルティング第一部　製品安全・環境チーム
主任研究員　　　　　　　　　　　原口　真

三井住友海上が会長をつとめる「企業

と生物多様性イニシアティブ（JBIB）」で

は、2008年11月にシンポジウム「企業が

語るいきものがたりPart2」を開催した（主

催：三井住友海上）。本稿ではこれを機会

に、JBIBの事務局長であり「ビジネスと生

物多様性」に関する日本の第一人者である

足立直樹氏に生物多様性のリスクとビジネ

ス・チャンスについて執筆願った。JBIBの

顧問であるインターリスク総研の原口真が

執筆に協力した。

１．日本企業が生物多様性に注
目しはじめた背景

日本企業は、世界的に見て環境経営に

秀でていると一般的には言われているが、

その環境マネジメントが対象としてきたの

は、主として事業所「内」で発生する環境

負荷（化学物質や廃棄物の管理・処理や、

さまざまな資源のインプットとアウトプット

のモニタリングや削減）であった。しかし、

生態系や生物多様性に対する事業活動

の影響は操業に関わる土地利用や原材料

採取の段階で大きいため、従来の環境マ

ネジメントの枠組では十分にカバーするこ

とが困難である。最近になって図表1のよ

うに、原料調達における自然環境への影

響や土地や敷地管理など、事業所の建物

や敷地の「外」の部分についてどのように

配慮をするかも環境マネジメントにおいて

取り組みが求められるようになり、日本企

業の生物多様性に対する関心は急速に高

まってきた。

２．企業が生物多様性から受け
ている恩恵の重要性

国連の提唱により行われた、地球規模

での生物多様性に関する科学的な総合評

価の取組「ミレニアム生態系評価」では、

生物多様性から人間が得ている豊かさを

「生態系サービス」として、図表2の4つの

機能に分類している。

もしこうした機能を人工的に代替すると

すれば、世界中で少なくとも年間平均33

兆ドルかかるとの研究例もある（参考引用

文献①）。また、このうち世界の森林が提

供する生態系サービスだけをみても、森林

の喪失による経済的損失が、年間1.35兆

〜3.1兆ユーロという試算もある（参考引

用文献②）。つまり、100年に一度といわ

れる現在の金融危機による損失全体を上

回る富を、人類は毎年自ら破壊していると

いえる。

このように考えると、我々の日常生活

も、企業活動も、生物多様性に非常に大

きく依存しており、その財やサービスなし

には一日たりとも継続することはできない

ことがわかる。食品や製紙、製材などの生

物資源を原料とする産業であれば、原料

である生物資源なしには生産活動は一切

行えないし、直接そのような原料は使用し

ない産業においても、その活動の前提とな

る水、大気、気候といったさまざまな要素

が、地域や地球全体の生態系が健全に機

能することに依存している。現在の人間社

会が続くためには、生物多様性が維持さ

れることが欠かせないのである。人間社会
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特集 4 生物多様性にかかわる企業のリスクとビジネス・チャンス

■ISO14001（2004年改訂）

組織が直接管理できる環境側面だけでなく、組織が影響を及
ぼすことができる環境側面も考慮するとよいとしており、付属書
にその一例として「野生生物及び生物多様性」が記載された。
JISQ14001:2004としてJIS規格化。

■GRIサステナビリティ リポーティング ガイドライン第3
版（2006年）

生物多様性に関する中核指標が2つ、追加指標が3つ含まれて
いる。中核指標では、企業が生物多様性の高い地域に所有、賃
借、管理する土地を把握し、また企業の製品とサービスが生物多
様性へ与える主な影響を把握することを求めている。社内におけ
る環境影響だけではなく、社外の、特に生物多様性や原材料の
採取における影響にまで目を配ることを求めている。サステナビ
リティ日本フォーラムから和訳版が発行されている。

■環境報告ガイドライン（2007年版）（環境省,2007年
6月）

多くの日本企業が、環境報告書やCSR報告書を作成する際に
参照しているガイドライン。企業が報告すべき項目として、新たに
「生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況」が追
加された。

企業と生物多様性にかかわる国内の動き

■第3次生物多様性国家戦略（2007年11月策定）

企業活動全般を通じて、生物多様性の保全と持続可能な利用
を社会経済的な仕組みの中に組み込むことが重要としている。企
業活動ガイドラインを作成することが決められた。

■生物多様性基本法（2008年5月成立）

事業活動を行うに当たって、生物多様性に及ぼす影響を把握す
るとともに、影響の低減及び持続可能な利用に努めることを事業
者の責務として規定した。また、国は、生物多様性に配慮した原材
料の利用、エコツーリズム、有機農業等、生物多様性に配慮した
事業活動を促進するために必要な措置を講ずることとした。

■生物多様性企業活動ガイドライン（環境省,2009年
発行予定）

生物多様性の保全と持続的利用に係る企業の認識を高め、積
極的で自主的な取り組みを促進するとともに、企業と多様な主
体との連携活動の指針ともなることを目的として、現在策定が進
んでいる。

■ 生 物 多 様 性 条 約 第10 回 締 約 国 会 議（C O P10）
（2010年10月,愛知県名古屋市で開催予定）

サイドイベントとして企業の積極的な参加と、企業と多様な主
体との交流の機会が設定される予定。

【図表1】

【図表2】

■供給サービス

食料、燃料、木材、繊維、薬品、水など、人間の生活に重要
な資源を供給するサービス。 

■調整サービス

森林があることによって気候が緩和されたり、洪水が起こ
りにくくなったり、水が浄化されたりといった、環境を制御す
るサービス。 

■文化的サービス

精神的充足、美的な楽しみ、宗教・社会制度の基盤、レク
リエーションの機会などを与えるサービス。

■基盤サービス

以上のサービスの供給を支えるサービスのこと。例えば、光
合成による酸素の生成、土壌形成、栄養循環、水循環など。 

（平成19年版環境白書より作成）

だけでなく、生物多様性は地球上のすべて

の生命の維持システムであると言える。し

たがって、生物多様性が損なわれ、生態系

の機能が低下すれば、我々の個人の生活

も、企業活動も、立ち行かなくなり、継続

が危うくなるのである。

３．リスクとビジネス・チャンス
（金融セクターを例に）

企業経営の立場から言えば、事業が生

物多様性に依存し、影響を与えているとい

うことは、そこに事業上のリスクが潜んで

いるということである。本業を通じて生物

多様性の保全に取り組むことは、そのリス

クを正しく把握し管理することであり、経

営上のリスクマネジメントに直結する。ある

いはどのように保全活動を進めるかを考え

たり、生物多様性をうまく生かした新しい

事業を行なったりすることは、新たなビジネ

ス・チャンスにもつながる可能性がある。

鉱山、石油採掘、林業、農業、漁業と

いった産業セクターによる生物多様性に

生態系サービス
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対する影響はよく知られたところであるが、

サプライチェーン全体を通して見てみれ

ば、あらゆるセクターが生物多様性に関す

るリスクを抱え、またあらたなビジネスを生

み出すチャンスを持つといえる。

金融セクターにおいても、社会的責任投

資原則の流れを背景に、生物多様性への

配慮が国際的に一種ブームのように急速

に広がっている。2008年3月にUNEP FI

（国連環境計画  金融イニシアティブ）が

まとめた報告書（参考引用文献③）では、

その理由として、一つにはリスクであり、も

う一つにはビジネス・チャンスであると結論

づけている。つまり、金融機関も他のセク

ターの企業と同様に、生物多様性はビジネ

ス上のリスクであり、同時にチャンスでもあ

ると認識するようになってきたのである。

3.1.金融にとってのリスク

具体的なリスクの内容として同報告書は、

「評判やブランド」に関わるリスク、「法令

遵守や法的責任(liability)」に関わるリスク、

そして「投資収益」に関わるリスクがあると

している。もとより金融セクターにおいても

他の産業の場合と同様に企業の評判やブ

ランドに関わるリスクは存在していたが、金

融の影響の大きさが意識されるようになり、

また投融資を通じて金融機関が生物多様

性に果たすべき責任がより強く意識される

ようになったこともあり、ブランドリスクもさ

らに大きくなったと言えるだろう。

法令遵守等に関わるリスクとしては、生

物多様性や生態系を保全するための規制

が強化されたり、その運用がより厳格に行

われるようになってきたことから、不用意な

投融資を行えば、法令に違反したり、責任

を問われる可能性が高くなったことが挙げ

られるだろう。また生物多様性に限らず、世

界中で法令遵守がより厳格に求められるよ

うになって来たという事情も、このリスクを

より大きなものにしていると言える。

最後の投資収益のリスクは、金融ビジ

ネスでは特に重要なリスクである。最近で

は世界各地から異常気象が報告され、気

候変動の影響が顕在化しつつある。気候

変動は生物多様性を消失させ、生物多様

性の消失も二酸化炭素の吸収源である森

林の消失などの形で、気候変動をさらに加

速させる。気候変動のもたらす気候災害

は、風水害の被害で工場や物流の機能を

停止させるなど事業の継続を脅かすし、作

物などの原料の確保を困難にする場合も

ある。このことが最終製品の生産量に影

響を与えたり、場合によっては生産停止を

もたらしたりすることもあるだろう。そうな

れば当然、収益は下がり、保険料率は上昇

し、また関係する企業の株価は下がるであ

ろう。まさに、気候変動が、生物多様性の

喪失が、ビジネスそのもののパフォーマン

スや投資収益を悪化させるのである。ある

いは鉱山や石油開発などにおいては、生

物多様性にきちんとした配慮をしない企

業は操業許可を得るのが難しくなってきて

いる。したがって、投資先の企業が生物多

様性に適切に配慮しているかどうかが、今

後は投資する際の着目点になるだろう。一

方、生物多様性に適切に配慮をしている

企業やその企業の製品は、市場から好意

的に受け入れられ、金融市場でも高く評価

されるであろう。これも、投資収益を左右

するポイントになりつつあるのだ。

3.2.金融にとってのチャンス

リスクは適切に管理することで、チャンス

にもなる。リスクとして説明してきたことが、ど

のようなチャンスにつながるか、見てみよう。

まず生物多様性をきちんと認識し、十分

に配慮している金融機関は、そのことで自

社の評判を良くし、他社と差別化し、ブラ

ンドを強化することができる。

また生物多様性に関しての目利きにな

れば、今後どのような案件や企業に投融

資することが安全で、より大きな利益を生

み出すことになるかが見えてくるはずだ。も

しかしたら、生物多様性の保全のために

動き出した将来有望なベンチャー企業を

発見することが出来るかもしれない。

さらには、生物多様性そのものが、新し

い金融ビジネスを生み出す可能性もある。

先に述べたように生物多様性と気候変動

は互いに影響を与えあう表裏一体の関係

にあるが、現在カーボン（炭素）に関わる

市場が急速に拡大しつつある。例えば森林

を保全することは、生物多様性にとって良

いことだが、気候変動防止にも役立ち、新

しいビジネスになりうるのである。また生

物多様性を保全する上で重要な淡水資源

も、今やビッグビジネスに成長しつつある。

世界中で水道の民営化が進んでおり、さま

ざまな批判もあるものの、将来有望なビジ

ネスであることは間違いない。そしておそら

くは、生物多様性や地域の人々に適切な

配慮をする企業が、この新しい市場におい

て高い評価と勝利を収めることができるだ

ろう。さらに、生物多様性を保全することそ

のものが取引の対象になる事例も出てきて

いる。これは生物多様性や生態系サービス

の「価値」がようやく評価されるようになっ

たからでもあるのだが、もう一つには、市場

メカニズムを利用することによって、生物多

様性の保全をより効果的に、大規模に進

めることができるはずだという考え方も背

景になっている。

４．本業と生物多様性のかかわ
りをマネジメントするための
手続き

では、どうすれば本業と生物多様性

の保全をうまく結びつけ、リスクとビジネ
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ス・チャンスをマネジメントすることができ

るのか、それを考えるのに有用な手順書

が2008年3月に出版された“Corporate 

Ecosystem Service Review（ESR:企業

のための生態系サービス評価）”である。こ

れは、WBCSD（持続可能な発展のため

の世界経済人会議）、WRI（世界資源研究

所）、メリディアン・インスティテュートの三

者によって開発されたもので、企業が生物

多様性のどの部分にどのように取り組め

ばいいかを、体系的に調べ、方針を決める

ことができるようになっている。

具体的には、図表3の5つのステップで

①検討する対象範囲を選択

企業や事業全体を同時に正確に同じレベルで検討することは

難しいので、ある特定の事業や製品、地域などに絞り、検討を行

うことが薦められている。しかし、ある事業と言っても自社の操

業だけに限定する必要はない。関心と必要に応じて、サプライ

チェーンの上流に遡り、サプライヤーを含めて検討したり、あるい

は顧客の影響を含めて検討したりすることもできる。前者は原材

料調達の段階で影響が大きいと考えられる企業にとっては必須

であろうし、後者は金融のように顧客が与える影響が圧倒的に

多い産業では必ず考えなければならないことである。このよう

に、直接影響だけではなく、間接影響についても必要に応じて

柔軟に対応できることがESRの一つの特徴になっている。

②検討にあたり優先して取り組むべき生態系サービスを
特定

ここでは生物多様性のさまざまな恵みのうちどれを優先して

検討すればいいかを特定する。優先順位の基準は、1番目で選択

した検討する対象範囲がどの生態系サービスに依存しているか、

あるいは影響を与えているかであり、つまり事業との関連性が強

い生態系サービスを優先すべき生態系サービスとして特定する

仕組みになっている。

③2番目のステップで特定した優先すべき生態系サービ
スの現状と将来の傾向を調査

優先すべき生態系サービスが現在のところ問題がなく、また将

来にわたってもその状況が続くようであれば、心配することはな

生物多様性の保全のための戦略が策定で

きるように構成されている。

５．最後に

今後、ESRのように、生物多様性にかか

わりをマネジメントするためのガイドライン

やツールが、国内外で提案されていくと思

われる。それぞれの企業が自らの産業セク

ターに適した手続きを利用しながら、リス

クをマネジメントし、ビジネス・チャンスを

いだろう。しかし、もし既にその生態系サービスが危機的な状況

にあったり、あるいは近い将来状態が悪くなったりすることが予

測されるようであれば、注意が必要なことになる。このステップ

は、そのような将来の傾向を明らかにすることを目的とする。

④3番目のステップの結果を受けて今後のビジネスにお
けるリスクとチャンスを特定

もし検討する事業活動との関係性が非常に強い生態系サービ

スが将来危うくなるようなことが予測されたのであれば、それは

当然その事業活動にとっての大きなリスクとなる。一方、その生態

系サービスの状況を改善する方策が考えられるようであれば、そ

れは新しいビジネス・チャンスになるだろう。生態系サービスその

ものの状況は悪化すると予測されても、予めうまい手だてを考え

ておけば、むしろそれがビジネスとしてはチャンスになることもあ

り得る。

⑤リスクとチャンスを管理するための戦略のアウトライン
と優先課題を策定

明らかになったリスクとチャンスを元に管理目標を明確にし、

有効な戦略や課題を策定する。

これら一連のステップを通じて、真に経営に直結した生物
多様性の保全活動を戦略的に行うことが可能となる。

【図表3】

ESRの5つのステップ

参考引用文献

①Costanza, R. et al., 1997

②Pavan Sukhdev et.al., 2008

③“Biodiversi t y and Ecosystem 
Services - Bloom or Bust?”
筆者訳：「生物多様性と生態系サービ
ス：繁栄か破産か？」） 

開拓していくことが、世界の生物多様性の

状況を改善し、ビジネスを持続可能にする

ことにつながるものと期待される。

以上
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火災・爆発

●東京の高校で文化祭の模擬店で使用したガス
ボンベが爆発
9月20日、高校の文化祭の模擬店で、携帯用の

カセット式のガスボンベが爆発し、同校の生徒や
来校客が重軽傷を負った。事故のあった模擬店
では焼きそばを焼いていたが、1枚の鉄板の下に
コンロ2台を並べて使っており、ボンベ収納部の
上が鍋などで覆われていたためにボンベが過熱
し、爆発したものとみられる。

独立行政法人「製品評価技術基盤機構」は、
同種事故の再発防止に向け使用時の注意事項を
次のとおり案内し、また取扱説明書に沿って安全
に使用するよう呼びかけを行った。

カセットこんろを2台並べた使用は絶対に行
わない。

カセットこんろを覆うような大きな調理器具
(鉄板、鍋)は絶対使用しない。

炭の火おこしは危険なので絶対行わない。

セラミック付き金網など蓄熱性のあるものは
使用しない。

なお同機構には2003年以降、同様の事故(カ
セットこんろを使用中、装てんされたボンベが調
理器具で過熱されたことにより爆発した事故)が
5件寄せられているとのこと。

●えちぜん鉄道の線路そばで火災が発生、一部
区間不通に
9月25日午前9時15分ごろ、福井県坂井市に

ある産業廃棄物を保管する倉庫から出火。鉄骨
平屋建て約3,100平方メートルを全焼した。消火
活動が夜まで続いたため、倉庫の脇を走る「え
ちぜん鉄道三国芦原線」は一部区間が不通とな
り、約1,200人に影響がでた。この間、同鉄道は
バスによる代替輸送を実施した。

●東京メトロ駅地下で火災、全線で1時間ストップ
10月16日午後9時20分ごろ、東京都豊島区の

「東京メトロ副都心線」池袋駅地下1階の廃材置
き場から出火。工事用廃材や段ボールなどを焼
き、約１時間後に鎮火した。利用客に負傷者はな
かったが、駅員２人がのどの痛みを訴え、病院に
搬送された。なお、列車の運行が全線で約１時間

•

•

•

•

ストップしたため、約４,７00人に影響がでた。

●高速道路の工事現場でダイナマイトが爆発
10月11日午後4時半ごろ、兵庫県養父市の「北

近畿豊岡自動車道」のトンネル工事現場で、作業
中にダイナマイトが爆発し、作業員4人が重軽傷
を負った。爆発が起きたのはトンネルの入り口か
ら約25メートルの場所で、トンネルを掘り進める
ため、岩にダイナマイトを仕掛け爆発させる作業
などをしていた。五発のうち、一発が不発だった
ため、ショベルカーで取り除こうとしたところ突
然、爆発したとのこと。

●気管手術中に発火し、患者が大やけど
10月10日午前、千葉県内の病院で、急性呼吸不

全の男性患者の気管チューブを取り換えるため、
気管を切開する手術をしていたところ、気道に
挿入されていたチューブが燃える事故があり、患
者がのどや顔などに大やけどを負い、重体となっ
た。同病院は、高温の電気メスがチューブに触
れ、発火した可能性があるとしている。

同病院によると、男性は9日に別の病院から
搬送された時、既に気管チューブが挿入されてお
り、人工呼吸器で濃度100％の酸素を必要とする
状態だった。10日午前に医師がのど仏の下から新
たなチューブを入れる手術をした際に、切開部か
ら高さ10センチほどの炎が上がった。すぐに火を
消し、焼けたチューブを取り出したが、やけどで呼
吸不全の症状が悪化したという。

日本臨床麻酔学会の学会誌ホームページによ
ると、電気メスによる燃焼事例報告は国内で複
数あり、気管チューブは酸素濃度４0％以上で火
花に引火するとしている。

●個室ビデオ店で火災発生、来店客16人が死亡、
10人が負傷
10月1日午前2時50分ごろ、大阪府大阪市の個

室ビデオ店で放火による火災が発生した。７階建
て雑居ビル1階店舗の一部を焼損したが、この火
災で来店客16人が死亡、10人が負傷した。死傷者
のやけどの程度は軽く、一酸化炭素中毒や気道
熱傷が死因とみられている。

時間的に個室にいた人の大半が出火当時既に
寝ていたため火災に気付かず逃げ遅れた可能性

も高かった思われる。
同日はたまたま個室ビデオ店舗などにも自動

火災報知器の設置を義務付ける改正消防法の施
行当日であり、この事件を受け全国で個室ビデオ
やカラオケボックスなどへの緊急立ち入り調査
が行われた。

雑居ビル火災は４４名死亡、戦後５番目の惨事
となった2001年東京都歌舞伎町の事故が記憶に
新しい。

雑居ビルは所有権が分割されていたり、多数
のテナントが入っているため、管理責任の所在が
分かりにくい、不特定多数者が出入りする、繁華
街に所在することが多く火災時の消火活動を阻
害する要素もある等により、他の業態以上の防
火取組みが必要な面もあると思われる。

自然災害

<地震>
●十勝沖で地震発生、北海道の４町で震度５弱

を観測
9月11日午前9時21分ごろ、十勝沖（えりも

岬の東南東約110キロメートル付近）を震源と
するマグニチュード７.1の地震が発生。北海道
の新冠町、新ひだか町、浦幌町、大樹町で震度
5弱、同えりも町、帯広市、池田町、釧路市など
で震度４を観測したが、死傷者や住家の被害
はでていない。また、気象庁は「緊急地震速報
（警報）」を発表したが、震度5弱以上の揺れ
を観測した地震で、揺れが大きいとされた全
ての地域に速報が間に合ったのは、今回が初め
て。なお、「緊急地震速報（警報）」の発表から
主要動（Ｓ波）到達までの時間は、大樹町：8
秒、浦幌町：11秒、新ひだか町：20秒、新冠町：
21秒。一方、太平洋沿岸に「津波注意報」がで
たが、北海道浦河の検潮所で、最大の高さ0.2
メートルなどを観測した。

●千葉県で震度４の地震を観測
10月1４日午後0時3７分ごろ、千葉県東方沖を震

源とするマグニチュード４.3の地震が発生。千葉
県長南町で震度４を観測した。なお、津波は観測
されなかった。
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<竜巻>
●新潟で竜巻が発生し被害

10月15日午後2時前、新潟市西区で突風が発
生し、作業小屋の屋根が吹き飛ばされたり、住宅
の窓ガラスが割れたりした。小学校の児童は校
舎内に避難。新潟地方気象台は現地状況を調査
した結果、竜巻と確認。竜巻の規模は、｢藤田ス
ケール」で「Ｆ０」とした。

同気象台によると、15日は午前から下越地方を
中心に気圧の谷が通過。上空を寒気が覆い、発
達した積乱雲が発生しやすい状態だった。同気
象台によれば、同日午後1時50分のレーダー解析
で、新潟地域を発達した雷雲が通過することが
分かったため、同2時7分、大雨や雷、突風に関す
る情報を発表。

●三重県志摩市で、竜巻とみられる突風を観測
10月2４日午前2時半ごろ、三重県志摩市志摩

町で突風が発生し、1名が負傷、住家や工場13棟
の屋根瓦が飛ばされ、窓ガラスが割れる。津地
方気象台は、被害状況を調査した結果「竜巻」と
推定。被害や痕跡が長さ約800メートル、幅約100
メートルの帯状に分布しており、竜巻の規模は「Ｆ
１」とした。同気象台によると、発生当時、積乱雲
が発生する不安定な気象状態で、雷、強風、大
雨、洪水などの注意報が出ていた。

●新潟市で竜巻が発生し、屋根が壊れるなどの被害
10月26日午後6時半ごろ、新潟市東区で突風

が発生し、散歩をしていた50代の女性が突風
に飛ばされて手や足に軽いけが。10棟の住宅の
瓦が飛ばされ、駐車中の車８台のガラスが割れ
た。被害は長さ約７00メートル、幅約50メートル
に及んだという。寒気を伴った気圧の谷が通過
した影響で大気の状態が不安定となったこと
が原因とみられる。新潟地方気象台は現地を調
査した結果、竜巻と推定。竜巻の規模は「F0」
とした。

●秋田県で突風が発生し、建物１３棟が壊れ、２
人が負傷
11月2日、午前8時半ごろ、秋田県八郎潟町で

突風が吹き、住宅11棟のトタン屋根がはがれた
り、ガラスが割れた。この突風で、中学生と会社
員の女性が、それぞれ割れたガラス片で腕や足な
どに切り傷などを負った。

秋田地方気象台によると、被害発生当時は
寒気を伴った気圧の谷が現場周辺を通過し、
突風が起きやすい状態であり、秋田沿岸部では
1日夜から強風注意報を出していた。同気象台

は現地を調査した結果、今回の突風を「竜巻」
と推定。竜巻の規模は「藤田スケール」の「Ｆ１」
とした。

環境

●福岡市で外来種の毒クモ「セアカゴケグモ」の発
見報告相次ぐ、市は市立病院に血清を配備
9月10日以降、福岡市で外来種の毒クモであ

るセアカゴケグモの発見事例が多数報告されて
いる。最初に発見されたのは200７年10月であり、
その後報告例はなかった。しかし、9月10日に今
年初の発見事例が報告されて以降、11月13日ま
でに福岡市が把握しているだけで1７件の発見事
例が報告された。セアカゴケグモは強い毒を持
つものの、毒の量が少ないため、国内ではほと
んどが軽症例にとどまっているが、海外では死
亡例もある。福岡市は、福岡市立こども病院・感
染症センターにセアカゴケグモの毒に対応する
血清を配備するとともに、市民に注意を呼びか
けている。

●東京都足立区の着色剤製造工場で地下水のダイ
オキシン汚染が判明
11月26日、東京都中央区の着色剤製造業者

が、製造事業所（足立区）の地下水から環境基
準の25倍のダイオキシンが検出されたと発表し
た。この業者では、昭和30年代から４0年代にか
けて同工場で使用した溶剤の影響で地下水が汚
染されたものと推定しており、今後は汚染地下水
を揚水処理する予定。なお、土壌の表層部分は
アスファルト舗装されているため、土壌が飛散す
る可能性はきわめて低く、周辺住民への影響は
ないとしている。

PL

●大阪市北区の調理家電製品製造業者がジュー
サーの部品交換
10月10日、大阪市北区の調理家電製品製造業

者が、ジューサーの無償部品交換を発表した。
交換の対象となる製品は、2006年から2008年に
製造された2機種約5万台。ジューサーのフィル
ターの材質強度が不十分であり、場合によって
は、本体の破損や使用者のケガに至ることが判
明したため。

●東京都の医療器具製造業者に製品回収命令
11月19日、東京都の医療器具製造業者が、製

造した麻酔ガスを患者に送入する際に使用する
回路について薬事法７0条に基づく製品回収命令
を東京都福祉保健局から受けた。この回路は、
2001年に健康被害が発生する恐れがあることか
ら自主回収の対象となっており、厚生労働省の医
療品医療機器安全性情報でも注意喚起が図られ
ていた。

●相次ぐ食品の回収事件
異物混入等による食品関連の製品回収事件が

続発している。東京都が条例に基づき実施して
いる自主回収報告制度による情報公開（東京都
HP）によると、9月以降3ヶ月間だけで業者から
報告のあったものは21件にのぼり、報告件数が増
加傾向にある。自主回収の理由としては異物混入
9件、賞味期限等誤表示、細菌類7件、基準値違
反2件である。異物については、小石、金属、防虫
剤、メラミン等が挙げられている。なお、この報告
制度では食品類のみを対象としている。

以上

＊竜巻の規模（強さ）は、「藤田スケール」で示す。「Ｆ０‒５」の6段階（数字が多いほど強い）

＜各スケールと被害の対応＞
風  速

(平均時間) 被 　害 　状 　況

F0 17～32 m/s
(約15秒間)

F1 33～49 m/s
(約10秒間)

F2 50～69 m/s
(約7秒間)

F3 70～92 m/s
(約5秒間)

F4 93～116 m/s
(約4秒間)

F5 117～142 m/s
(約3秒間)

テレビアンテナなどの弱い構造物が倒れる｡小枝が折れ､根の浅い木が傾くこともある｡非住家が壊れ
るかもしれない｡

屋根瓦が飛び､ガラス窓が割れる｡ビニールハウスの被害甚大｡根の弱い木は倒れ､強い木は幹が折れ
たりする｡走行自動車が横風を受けると､道から吹き落とされる｡

住家の屋根がはぎ取られ、弱い非住家は倒壊する。大木が倒されたり、ねじ切られる。自動車が道から吹
き飛ばされ、汽車が脱線することがある。

壁が押し倒され住家が倒壊する。非住家はバラバラになって飛散し、鉄骨造りでもつぶれる。汽車は転覆し、
自動車は持ち上げられて飛ばされる。森林の大木でも、大半折れるか倒れるかし、引抜かれることもある。

住家がバラバラになって辺りに飛散し､弱い非住家は跡形もなく吹き飛ばされる。鉄骨造りでもペシャンコ｡列車
が吹き飛ばされ､自動車は何十メートルも空中飛行する｡1トン以上ある物体が降ってきて､危険この上もない｡

住家は跡形もなく吹き飛ばされるし､立木の皮がはぎ取られてしまったりする｡自動車､列車などが持ち
上げられて飛行し､とんでもないところまで飛ばされる｡数トンもある物体がどこからともなく降ってくる｡

注：風速は､空気が1/4マイル(約400メートル)移動するのにかかる時間内の平均速度
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三井住友海上グループからのお知らせ

■「やさしいシリーズ21 BCM（事業継続マネジメント）入門」

■「企業が語るいきものがたり Part2」を開催いたしました

三井住友海上は、2010年に名古屋で開催されるＣＯＰ10
（生物多様性条約第10回締約国会議）に向けて、企業が行
う生物多様性保全活動への理解を深めることを目的にシン
ポジウム「企業が語るいきものがたり」を昨年に続き開催い
たしました。

シンポジウムは、三井住友海上が会長、インターリスク総
研が顧問をつとめる、「企業と生物多様性イニシアティブ」の
特別協力により企画・運営され、次のようなテーマ別分科会
が設定されました。

生物多様性に対する関心の高まりを受け、募集定員200
名を超える申込があり、分科会の会場では活発な意見交換
がなされました。

本号の特集4「生物多様性にかかわる企業のリスクとビジネス・チャンス」もご覧ください。（P18）

開 催 日
後 援
特別協力
協 力

：2008年11月26日（水）
：環境省、生物多様性条約第10回締約国会議支援実行委員会、ドイツ技術協力公社、生物多様性条約締約国会議事務局
：企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB） www.jbib.org
：日本経団連自然保護協議会

分科会 内　容

第1

第2

第3

第4

第5

環境報告書を読み解く

生物多様性の関係性ＭＡＰ

生物多様性のモニタリング手法

自治体と企業と生物多様性

生物多様性とビジネスチャンス 生物多様性に取り組むことで得ら
れるビジネスチャンスについて

自治体と企業との協働取り組みに
おける背景及び期待について

企業の取り組み評価に最適なモニ
タリング手法の検討

企業活動と生物多様性のつながり
を理解しやすくする為の手法

企業の認識度の調査結果をもとに
現状理解と情報発信方法の検討

テーマ

書 籍 名
著 　 者
出 版 社
価 　 格
ISBN番号

日本規格協会がシリーズで刊行している入門書のひとつ。事業継続マネジメント（BCM）に
関する適当な入門書がないために企画されたもの。Ｑ＆Ａ形式でBCMの要点について１つのＱ
&Aが２ページでまとめられている。これからBCMSの認証を取得する企業にも適している。

：やさしいシリーズ21 BCM（事業継続マネジメント）入門
：インターリスク総研 小林誠／長岡技術科学大学 渡辺研司
：日本規格協会
：900円（税別）
：978-542-82022-4

■「第2回レピュテーショナル・リスクを考える〜2009年のソーシャルイシュー」開催いたします

三井住友海上火災保険株式会社（社長  江頭 敏明）と、株式会社インターリスク総研（社長  内田 進）は、レピュテーショナ
ル・リスク共同研究会と共同で、「第2回レピュテーショナル・リスクを考える〜2009年のソーシャルイシュー」をテーマとした
セミナーを開催いたします。

レピュテーショナル・リスクは企業の信用力やブランド価値に大きな被害を与え、企業の存亡に関わる重大な影響を生じさ
せる可能性があります。本セミナーでは、2009年度、企業がレピュテーショナル・リスクに取り組むに当たり、注目するべき
テーマを一挙公開するほか、研究会の研究成果に関し発表を行います。

開催日程：2009年1月29日13時〜17時
開催場所：東京YWCA会館（東京都千代田区）4階会議室

お問い合わせは、株式会社インターリスク
総研コンサルティング第二部ＢＣＭチーム
須藤（ryou@irric.co.jp）までどうぞ。
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本号で寄稿して頂いた方（敬称略）
R M F O C U S   

Risk リスク
Management マネジメント
Find リスクの発見
Observe リスクの認識
Control リスクの制御
Undertake リスクの引受
Solve リスクの解決

RMFOCUS（第28号）
発行日：2009年1月1日
発 行：三井住友海上火災保険株式会社  火災新種保険部

株式会社インターリスク総研
（照会先）TEL:03-5296-8911（代表） FAX:03-5296-8940 

http://www.irric.co.jp

（無断転載はお断り致します。）

須藤 亜紀 (すどう あき)

 
Newton IT Ltd
公認情報システム監査人（CISA）
英国BCI認定　事業継続プロフェッショナルメンバー（MBCI）
証券会社系シンクタンク、外資系金融機関を経て渡英。2005年
より現職。企業のリスクマネジメントをサポートするための各種コ
ンサルティング業務を担当。

ニュートングループは英国を始め欧州、そして日本で、BCM構築
を始め内部統制、認証取得まで、企業のリスクマネジメントを幅広
く支援しています。
＜日本の連絡先＞
ニュートン・コンサルティング株式会社
http://www.newton-consulting.co.jp 編　集　後　記

新しい年 ２００９年の幕が開きました。
昨年は１００年に１度あるかないかの深刻さといわれる米国発の金融危機

が世界中を席巻しました。大型破綻や株式市場の大暴落の中、各国は協調し
て大恐慌阻止に向けた取り組みを重ねていますが現在も深刻な状況が続い
ています。

昨年はこの他にも食の偽装事件、無差別殺傷事件など安心・安全が大きく
揺らぐ事件が相次ぎ、また岩手・宮城内陸地震や中国四川大地震をはじめと
した大型自然災害が発生した１年でもありました。

一方明るいニュースとしてはノーベル物理学・化学賞４人の受賞、北京オリ
ンピックでの代表選手の活躍などがありました。

今年はどのような年になるのでしょうか？経済金融基盤の安定化や、地球
温暖化対応、テロ対策など諸国が連携しての地球規模の対策強化がますま
す求められるでしょう。またリスクマネジメントの観点から企業や家庭に目を
向ければ新型インフルエンザや大地震に備えた非常用品のストックや、地域
における防災・防犯の充実が呼びかけられることと思われます。

さて、今号の｢わが社のリスクマネジメント｣は、ニュートンコンサルティング
株式会社様にご寄稿いただき、また「生産性と安全性を向上するための従業
員のモチベーション向上の必要性」を初め4本の特集記事を組みました。読
者の皆さまのリスクマネジメントにいささかでもご参考になれば幸いです。

皆さまの本年のご多幸を祈念申し上げます。
(Ａ.N)

足立 直樹（あだち なおき）

１９６５年生まれ
１９９４年　東京大学大学院理学研究科博士課程（生態学）を

修了。理学博士。
国立環境研究所で熱帯林の研究に従事し、その後マ
レーシア森林研究所(FRIM)に勤務した後、コンサル
タントとして独立。

２００６年　株式会社レスポンスアビリティを設立。
代表取締役に就任。

２００８年　企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）事務局長
を兼任。




	表紙
	目次
	わが社のリスクマネジメント／BS25999認証取得
	特集1／生産性と安全性を向上するための従業員のモチベーション向上の必要性
	特集2／ドライブレコーダーの映像から見えるもの
	特集3／タイの製品安全に関わる賠償責任 − 新製造物責任法が制定されて −
	特集4／生物多様性にかかわる企業のリスクとビジネス・チャンス
	災害・事故情報
	三井住友海上グループからのお知らせ
	編集後記
	裏表紙



